
競争的資金等事務取扱要領 

 

   第１章 趣旨及び機関管理 

（趣旨） 

第１条 盛岡大学及び盛岡大学短期大学部（以下｢本学｣という。）の競争的資金等に関

する事務については、関係法令及び独立行政法人日本学術振興会が定める使用ルー

ルに定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

 （用語の定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、次の各号に定めるとお

りとする。 

（１）配分機関 

   競争的資金制度を運営し、競争的資金等を研究機関又は研究グループ等に配分  

  する機関をいう。 

（２）被配分機関 

   競争的資金等を獲得した研究機関又は研究グループ等の代表者が所属する研究 

  機関をいう。 

（３）直接経費 

   競争的資金等により行われる研究を実施するために、研究に直接的に必要とす  

るものに対し、競争的資金等を獲得した研究グループ等が使用する経費をいう。 

（４）間接経費 

   直接経費に対して一定の比率で配賦され、競争的資金等による研究の実施とも

なう研究機関の管理等に必要な経費として、被配分機関が使用する経費をいう。 

（経理の委任） 

第３条 競争的資金等の交付を受けた研究代表者及び研究分担者（以下「研究者」と

いう。）は、その経理を学長に委任する。  

２ 研究者から委任を受けた競争的資金等の経理に関する事務は、本学事務局総務部

総務課（以下「総務課」という。）が行う。  

（機関管理） 

第４条 総務課は研究者に代わり、競争的資金等に係る諸手続きを行う。  

２ 研究者が競争的資金等を支出する場合は、学校法人盛岡大学が定める支出手続き

に準じて手続きを行う。 

３ 総務課は複数の研究者に交付される競争的資金等の学長名義の口座を開設し、管

理する。 

４ 総務課は複数の研究者に交付される間接経費について、当該研究者からの譲渡を

受け入れる。  

 

   第２章 直接経費の管理 

 （保管） 



第５条 直接経費は専用の銀行口座を設け、適切に保管・管理する。 

２ 研究者は、直接経費で生じた預金利息を本学へ譲渡する。  

 （使用制限） 

第６条 直接経費は次の各号に掲げることに使用しないものとする。  

（１）建物等の施設に係る経費 

（２）補助事業遂行中に発生した事故・災害のための経費  

（３）研究者の人件費・謝金 

（４）間接経費に使用することが適切な経費  

（合算使用の制限） 

第７条 直接経費と間接経費との合算の使用を認めない。  

 （物品費） 

第８条 物品の購入にあたっては、学校法人盛岡大学固定資産及び物品管理規程並び

に学校法人盛岡大学が定める物件等の調達手続き等に関する内規による。ただし、

検収及び履行確認については、同内規第１１条第１項第１号及び第２号該当による

除外規定にかかわらず、すべての物件等を遅滞なく総務課において検収する。  

２ データベース・プログラム、デジタルコンテンツ開発・作成、機器の保守・点検

等特殊な役務の納品検収については、成果物の写真、作業報告書等現認可能な書類

等を研究者が総務課へ提出しなければならない。  

３ 直接経費により購入した設備、備品または図書（以下「設備等」という。）を学校 

法人盛岡大学へ寄付する。 

 （旅費） 

第９条 旅費の支出にあたっては、盛岡大学個人研究費規程及び盛岡大学短期大学部

個人研究費規程に準ずる。日当については、1 日 3,000 円を上限として、研究者の

求めにより支給することができる。海外出張に係る宿泊費については、学校法人盛

岡大学旅費規程に準ずる。 

２ 研究者は出張後速やかに、出張の事実関係の検証が可能な領収書及び学会プログ

ラム等を出張精算書及び復命書に添付し、総務課に提出するものとする。 

（人件費・謝金） 

第１０条 人件費の支出にあたっては、学校法人盛岡大学が定める期限付職員の給与 

 に関する規則による。被雇用者の出勤簿及び勤務内容を総務部で確認する。  

２ 謝金の支出にあたっては、補助事業実行前に役務の実施時間及び金額を記載した

計画書を稟申し、謝金を受領した領収書等とともに実施報告書を総務課へ提出する。 

    

   第３章 間接経費の管理 

（目的） 

第１１条 間接経費は、競争的資金等を獲得した研究者の研究開発環境の改善や本学

の機能の向上に活用することにより、研究の質を高めることを目的とする。  

（間接経費の額） 



第１２条 間接経費は原則として、交付された直接経費の３０％に相当する額とする。  

２ 配分機関の指示により、直接経費の３０％に満たない間接経費比率が設定される

場合は、それを受入れるものとする。  

３ 本学が、学外の諸機関と連携して競争的資金等の交付を受入れる研究又は本学が

学外の諸機関の再委託先として競争的資金等を受入れる研究については、本大学に

配分される直接経費に対し、前二項のいずれかを適用するものとする。  

（間接経費の配分） 

第１３条 競争的資金等に係わる間接経費の配分を次のとおりとする。  

（１）競争的資金等を獲得した研究者及び研究グループ等研究者及び研究グループ等

の代表者からの申請に基づき、本学に交付された間接経費の原則として５０％を

上限として配分する。 

（２）本学に交付された間接経費の中から、前号に規定する額を差引いたものを配分 

  する。 

（間接経費の使途） 

第１４条 間接経費は、競争的資金等を獲得した研究者の研究開発環境の改善及び本

学全体の機能の向上に関することに使用する。執行にあたっては補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律に基づく、競争的資金の間接経費の執行に係る共通

指針（別表１）間接経費の主な使途の例示による。  

（間接経費の精算） 

第１５条 間接経費は所定の当該会計年度内に使用しなければならない。  

２ 間接経費を受けているものが異動した場合又は研究を中止した場合、直接経費の

執行率等を基準として間接経費の精算を行うものとする。  

（実績報告） 

第１６条 総務課は当該年度の間接経費の実績報告を関係する配分機関の定める期日

までに指定された様式で、報告しなければならない。 

 

   第４章 改廃 

（改廃) 

第１７条 この要領の改廃については両大学教授会の議を経て、学長が行う。 

 

附 則 

１ この要領は平成２７年３月２４日から施行し、平成２６年度交付分競争的資金等

から適用する。 

２ 科学研究費等公的資金に係る事務取扱要領（平成１８年６月２１日施行）は廃止

する。 

３ 競争的資金に係わる間接経費取扱内規（平成２４年４月１日施行）は廃止する。 


